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〈論 文〉 
グローバル MOT（技術経営）に求められる戦略家とは 
山 本 尚 利 * 
 




This article proposes the profile of a strategist in global MOT (Management of Technology), 
because Japanese global MOT corporations face intense global competition and they are seeking for a 
new type of strategist to cope with global competition. 
In order to develop the profile of a strategist sought by Japanese global MOT corporations, the 
outstanding strategist in the U.S. as a model is shown in this article. 
 

















争も熾烈である。日本のグローバル MOT 企業には今後、極めて戦略性に優れる MOT 戦略家が求めら
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 2 ．日本の国際競争力の異常な転落 
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（ 1 ）次世代戦闘機の事例 
2009年 5 月24日の報道によれば、日本の防衛省の浜田靖一防衛大臣（当時）に対し米国国防総省の
ロバート・ゲーツ国防長官が日本の次期戦闘機（FX）として F35 を選定するよう打診した。F35 ライ
トニングといえば、最新鋭戦闘機開発プロジェクト JSF（Joint Strike Fighter）の完成機である。そ
の JSF 開発の主役こそ、ラミーであり、彼がブッシュ政権の国防長官時代に JSF 開発がスタートした。
ところが2009年、米国連邦政府は深刻な財政危機に陥っており、そのあおりで国防総省も予算不足に
陥った。そして JSF の設計仕様を現行の F22 ラプター（世界最高の性能を誇るステルス戦闘機）より
レベルダウンしたのである。そこで、とりあえず JSF（F35）を日本など海外市場で外販して、JSF 開

















ティア戦闘機として F35 を日本に売って JSF 開発費を回収しようしていると思われる。 
 
（ 2 ）地対空迎撃ミサイルの事例 
2005年 7 月、ラミーはブッシュ政権の国防長官時代、上記のロッキード・マーチンがレイセオンか
ら引き継いだ迎撃ミサイル PAC 2 （地対空誘導弾パトリオット）システムの改良型 PAC 3 の生産技術
を日本の三菱重工業（MHI）にライセンスすることを認めた（注３）。なぜなら、防衛省が日本に本格導
入している PAC 3 のメンテナンスを MHI に委託しているからである。 
米国覇権主義者にとって、米国覇権技術の要である地対空迎撃ミサイル技術を、なぜ潜在脅威国日本
に供与することをラミーが認めたのか、日米同盟が締結されているからであろうか。表向きはそうかも
しれないが、実は PAC 3 技術を日本に供与しても、それはまったく脅威ではないからである。なぜな
ら、米国防総省は米軍の同盟軍であるイスラエル国防軍配下の軍事企業 IAI とボーイングと共同で、
イスラエルでアローⅡという PAC 3 の後継の最新鋭迎撃ミサイル・システムを開発中だからである（注４）。
なお IAI は1989年、ロッキード・マーチンとアロー・ミサイルの共同開発の技術提携を結んでいる。
この事実から、ラミーは、軍事技術的にすでに陳腐化している PAC 3 を日本に高値で売り、その売却
資金をアローⅡの技術開発費に回そうという新製品開発戦略をもっていると思われる。日本の防衛省は
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さて、日本が 1 兆円規模の高額 PAC 3 の配備を迫られる理由は何であろうか、言うまでもなく、そ
れは北朝鮮の軍事脅威である。そこでラミーは北朝鮮の対日軍事脅威を高めるために何をしてきたか、
それは北朝鮮への核技術供与の疑惑である。ラミーは1990年から2001年まで欧州スイスの電力機器メ
ーカーABB の役員を務めている（注５）。そして ABB は2000年初頭に北朝鮮政府から原子炉（軽水炉）
 2 基を受注している。ただし、ラミーは本件に関して関与を公式に認めていない。その直後2000年 5
月、ABB は自社の原子力事業部門を英国原子力燃料会社（BNFL）に売却している（注６）。ちなみに北
朝鮮は2000年に BNFL のある英国と国交を樹立している。また北朝鮮のキム・ジョンイル総書記の後
継予定者の三男キム・ジョンウンは ABB のあるスイスに留学している。なお BNFL の所有した米国
原子力機器メーカー・ウェスティングハウス（WH）は2006年に東芝に売却されている（注７）。要する
に、ラミーは北朝鮮の核脅威創出と PAC 3 技術の日本への供与の両方に関与していた疑いが極めて濃
厚である。このように戦略家は極めて悪知恵（Clever & Intelligent）が発達している。 
 































 4－ 3  最先端 IT に関する対日戦略 
ラミーは1990年から93年までゼネラル・インスツルメント（GI、現モトローラの 1 事業部門）（注11）
の CEO を務めていた。GI 社は、筆者が1986年より2003年まで所属した SRI インターナショナル（米
国国際シンクタンク、以下 SRI と称す）の子会社の SRI デビッドサーノフ研究所（現サーノフコーポ、
ニュージャージー州プリンストン）と並び、今日のデジタル画像技術体系を確立したパイオニアであっ
た。1987年、SRI デビッドサーノフ研究所は DVI（Digital Video Interactive）という現在の DVD 技
術の原型を完成しており、筆者も当時、同研究所にて DVI 試作品を観た経験がある。その後、90年代
に入り GI は CEO ラミーの指揮の下、SRI デビッドサーノフ研を技術パートナーにして画像圧縮技術
を含むデジタル画像技術の世界標準化を目指していた。そして今日の JPEG/MEPG 国際標準が生まれ
たのである。なぜ、GI という知名度の低い IT ベンチャーの CEO に、ラミーという国防長官経験者の
大物が就任したのか、その理由は拙著（注１）にも述べたが、80年代末、NHK が開発したハイビジョン
技術（HDTV、MUSE 方式アナログ高精細画像技術体系）を世界標準にすべく、当時 NHK 幹部であ
った日高義樹氏などが米国でロビー活動を始めたことが動機となっていると思われる（注12）。ワシント
ン DC における NHK のロビー活動が国家技術覇権主義者ラミーの対日警戒心を強く刺激した可能性が
ある。彼は NHK の HDTV 技術に対抗する技術として SRI デビッドサーノフ研究所の DVI 技術体系
（画像圧縮技術含む）に着目、GI を通じて世界標準にしようと企て、見事それを成功させた。この結果、




であった。当時、筆者はシリコンバレーの SRI インターナショナル本部やプリンストンの SRI デビッ
ドサーノフ研究所にて NTT の ISDN を紹介した経験がある。また筆者の所属した SRI インターナシ
ョナル東アジア本部（東京）は同時期、NTT の依頼にて ISDN の市場開拓戦略プロジェクトを実施し
ていた。偶然にも当時の SRI は米国防総省の ARPA（高等研究計画局）の依頼にて、軍事用インター
ネット“アーパネット”の通信プロトコル“TCP/IP”の技術サポート＆メンテナンスを請け負ってい
た。なぜなら、SRI は ARPA の依頼で TCP/IP の技術開発を行ったからである。ところが、80年代末
から90年代初頭にかけて、米国防総省は最高機密の軍事覇権技術である TCP/IP が全世界に向けて無
償開放されるのを黙認したのである。この米国防総省の大英断こそが、その後、民生用インターネット









者の推測では NTT の ISDN がデジタル・ネットワーク技術の世界標準になるのを断固阻止するためで
あったと確信する。それは彼らの国家技術覇権主義に基づく決断であった。この結果、2010年の今日、
NTT の ISDN は世界標準となっていない。そして NTT は ISDN に代わる NGN（次世代ネットワー
ク）の構築を余儀なくされている。つまり、ラミーとチェイニーの NTT の ISDN 攻略は見事成功して
いる。 






威”に変わったと推測される。ここで問題なのは、当時の NHK 経営者も NTT 経営者も、ラミーやチ
ェイニーなど米国の国家技術覇権主義者の対日観を敏感に読み取る嗅覚に乏しかった点にある。一方、
ラミーやチェイニーは対日戦略を実行する際、おのれの手の内を決して日本サイドに悟られないように
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